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    はじめに 

科学技術の研究開発において ，諸外国の活動状況や 国際社会の中での 我が国の 

位置づけ等を 十分に踏まえた 政策が求められている 今日、 その基礎となる 統計 デ 

一タ について、 国際比較の可能杵を 検討することが、 緊要な課題とされている。 

もとより歴史的、 制度的な背景がことなることから、 各国の ヂ一タの 定義、 収集 

方法、 分類基準等には 様々な差異があ り、 これを我が国の 統計と直接比較するこ 

とは困難であ る。 

この報告では、 昭和 6 1 年度から 6 2 年度にかけて 科学技術庁科学技術政策局 

の 委託により、 ( 財 ) 未来工学研究所が 実施した「欧米における 研究開発活動関 

連統計の実態と 我が国との比較に 関する調査」の 成果を踏まえ、 主として研究開 

発費 および研究開発人材の 諸指標について、 我が国の総務庁「科学技術研究調査 

」 と米国、 西ドイツ等の 研究開発関連統計との 比較可能性を 検討する。 

2 . 調査方法の標準化 
1 9 6 3 年 6 月、 0 E C D はイタリアのフラスカティで 開催された総会におい 

て 、 「研究開発に 関する調査の 標準的実施方法案」を 採択した。 この実施方法の 

勧告文書は「フラスカティ ・マニュアル」 として知られ、 加盟各国における 研究 

開発関連統計の 調査指針として 一定の役割を 果たしてきた。 マニュアルは 現在ま 

でに 3 回の改訂を軽ており、 標準化手法の 検討が重ねられてきたが、 なお各国の 

調査方法、 調査項目等には 様々な差異がみられる。 

3 . 研究開発費指標について 

まず研究開発費関係の 個々の指標については、 以下のような 比較上の間 題 点が 

指摘できる。 

①内訳 別 研究開発費 

    内訳 別 研究開発費の 調査項目は各国間で 異なり、 人件費以覚の 個々の項目に 

ついては比較困難であ る。 また、 施設設備については、 米国では減価償却 費の 

み、 西 ドイツでは購入費のみを 調査していることから、 研究開発費総額の 集計 

基準が前者については 費用 額 、 後者については 支出額に限られることになる。 

「科学技術研究調査」やフランスの 調査統計においては、 購入費と減価償却 費 

の 両方が調査されているため． いずれの集計基準にも 対応可能であ る。 

    0 E C D は、 減価償却 費の データは各国の 税制上の相違を 反映すること 等 か 
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ら 、 これをⅢ 際 比較には取染まないものとしている。 しかし、 浦仙 償却昔は、 

研究併発活動のストック ， データを推計する 際には 不 。 J 人の ヂ 一タであ るため 

支出相の内訳と 共に、 減価償却 費は ついても調査されることが 望ましい。 

② 細 棟別研究 甲発費 

    組軽別 研究開発費においては、 冬田 の カテゴリ一区分が 若干 畏 なるが、 おお 

まかな国際比較は 吋 能 であ る。 また各国とも 組 繊を支出 源 、 利用土休の両方 ズヮ、 

4 把挺しているため、 研究開発費の 組 糠固 フローを比較することができる。 

    米同 では、 この組織間フローが 参考図のように 研究開発の性格別に 把握され 

ているが、 他の国では同様の 調査は行われていない。 基礎研究の拡充とその 効 

果 的な運用が期待されている 現在、 この ょう なデータを整備することは、 政策 

指標を得る ビ での重要な課題となろ う 。 

③産業別研究開発費 

    各国の調査統計が 依拠する標準産業分類には 若干の差異がみられる。 しかし 

各国の標準産業分類では、 国際標準産業分類との 対応関係が考 盧 されているた 

め 、 これを媒介として 研究開発統計についても 各国分類の対応関係を 明らかに 

でき る 参考 表 はこの対応関係をとりまとめたものであ る。 

①製品分野別研究開発費 

    製品分野別研究開発費は 、 我が国の「科学技術研究調査」では 研究開発費 総 

箱 の内訳として 調査されているが、 米国や西ドイツ 等では応用研究費と 開発昔 

の合計額に対する 内訳として調査されており、 基礎研究費については 学問分野 

別の内訳が調査されている。 「特別な応用、 用途」 を考慮しない 基礎研究の扱 

い方 としては、 後者の調査方法が 望ましいと考えられる。 

4 . 研究開発人材指標について 
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際 比較が困難な 現状にあ る。 統計 持はは 、 時系列的な分析 ミ -@ 的かもみれば、 艮 Wf@@ 

的に一貫した 調査に基づくことが 型ましいが、 同時に新たな 分析目的に応える 1- 

で、 調杏 内宮の改訂を 余儀なくされる 一面を存している。 各国の研究開発関連統 

計においても、 漸次既存 ヂ一クの 調布 項 Ⅱ等を兄屯すことが 必要とされよ う 。 

参考図 1984 年の米国における 性格別研究開発費フロー 

( ・ 96) 

睡礎 研究 辿 外政府 
(@2.@23 百万ドル ) 

企 業 大学 そ卸也 

負担 邱       

  

研ヲ Ⅵ㍉ * 

辿邦 政府                   FFRDC その他 

応 mW 究 述部政府 
( と．㏄。 筋 ドル ) 

  "  笛 " ㌣ " 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

連邦政府   l Ⅰ 
"" 一 。 。 " 

棚尭 ( ㏄田印百万ドル ) 辿邦 政府 企 業 メこ 半 句 丼也 

負担 柏 

研究生体 

FPROC 

俺科     NSF・ Pattern*｛fヾcience‖nd 

Technol ㎎ y                     

一 46 一 



  
ト 
八二 

  

参考 表 研究開発統計のための 産業分類対応 表 ( 部分 ) 

OECD " フラスカティ・マニュアルの 分類方法 各国標準産業分類対応コード 我が国産業分類の 対応関係 

産業グループ 枯成 産業 ISIC の内容 lSIC コード USSIC コード SZ コード 科学技術研究調査分類 日本標準産業分類 

電気バループ 電気機械、 電気 億械 製造 383 36 250 24 電気機械器具工業 301 発電 m . 送電用・配色用・ 産業用電気 
儂械 器具製造業 

302 民生用電気 臆械 器具製造業 
電気装置 と 業、 ラジオ     303 電球・色気照明器具製造業 

製造業 309 その他の電気 は械 器具製造業 

25 通信・電子・ 電気計測器 304 通信 臆械 器具・同関連 臆械 器具製造業 
工業の一部 306 電子応用装置製造業   

化 3 グルーブ 化学薬品 工業用化学薬 351,3522 を 除 281-82.286  200,201 の 11 総合化学，化学繊維工業 201 化学肥料製造業 
品 製造業， そ く 352 284-85.287-  一部 202 無儂化 ￥エ業製品製造業 
の他の化学薬 89 203 有機化学工業製品製造業 
品 製造業 204 化学繊維製造業 

12 油脂・塗料工業 205 油脂加工製品・ 石けん・合成洗剤・ 界面 
活性剤・塗料製造業 

14 その他の化学工業 209 その他の化学工業 

283 200 の一部 13 医薬品工業 206 医薬品製造業 
石油 椅 投 石油 構 投棄 353,354 
薬 品 医薬品製造業 3522 

29 205 
その他の石油 
  石炭製品製 

15 石油製品・石炭製品工業 21 石油 桁製乗 
2]2 潤滑油，グリース 製造業 

遺業 ( 石油 帯製棄 によらないもの ) 
213 コークス製造業 
214 枝炭・豆炭製造業   

    


